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2 SaaS: Software as a Service 
3 Paas: Platform as a Service 




































                                                   
5 日本アイ・ビー・エム株式会社に対する損害賠償請求訴訟の第一審判決、システム開発が失敗した責任
の所在を巡り、ユーザ企業と ITベンダが司法の場で争ったスルガ銀行と日本 IBMの裁判。東京地方裁判





















































                                                   
6 アメリカの非営利団体 PMI(Project Management Institute)が認定しているプロジェクトマネジメント
に関する国際資格。（行間が広いのでは？）  














































































































                                                   
8 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部,e-Japan 戦略参照,(H13.1.22) 
9 高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部,e-Japan 戦略 2015参照,(H21.4.9) 
10 Software as a Service: ユーザが必要とするものだけをサービスとして配布し利用できるようにした
ソフトウェアの配布形態。サービス型ソフトウェアとも呼ばれる。 
11 Platform as a Service: アプリケーションソフトが稼動するためのハードウェアや OSなどの基盤(プ
ラットフォーム)一式を、インターネット上のサービスとして遠隔から利用できるようにしたもの。 






































                                                   
13 International Working Conference on Requirements Engineering Foundation for Software Quality 
14 International Requirements Engineering Conference 
【プロジェクトマネージャの役割】*1 
・プロジェクト計画の立案、  


























































３．１ 要求に関する事例研究（事例研究 1） 
３．２ リスクマネジメントに関する事例研究（事例研究 2） 












































































































 Keil and Carmel(1995)[8]は、成功を収めたソフトウェア・プロジェクトは「リン
ク15」が多いことを示し、顧客と開発者が情報を交換するための経路と技法の調査研究
を提示している。 
  Kaner et al(1981)[9]は、経験の浅いファシリテータと経験の豊富なファシリテー
タ向けて合意度の概要を提示し、最終結論に到達する方法を提示している。 
 Saint and Lawson(1994)[10]最終的な意思決定のための有用な選択肢をファシリテ
ータ向けに提示している。 
 






























































































































             要求仕様書中でソフトウェアが真に満たすべき要求文の数 
妥当性 ＝  





                                                   





          上位の文書の記載と意味的に対応づく要求文の数 
  妥当性＝  














































































































                                                   









































































































































































































                                                   
18 PMI:Project Management Institute 
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図－１２ 要求と構成要素 1 
要求(Requirement) 
機能要求(Functional Req) 非機能要求(Non Functional Req) 
品質要求(Quality Req) 制約(Constraint) 
（具体化する） 
（具体化する） 












      
出所：日経ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ(2008.12.1 号)，第２回プロジェクト実態調査(2008.8～9月) 
















































表－２  要求獲得手法一覧 















































表－３      タイプ別課題と背景 





































































表－４   要求分析手法の種別 

























































































２．２．２．２ 要求仕様に関する規格（IEEE Std 830-1998）の概要 
 前項で獲得した要求から情報を抽出・精査し、要求仕様化する上で文章されたもの
はソフトウェア要求仕様書となり、顧客の要望として記述される。このソフトウェア
要求仕様書（SRS）19の記述のガイドラインとして、IEEE Std 830-1998 20（以下 IEEE 
                                                   
19 SRS:Software Requirements Specification 








































 IEEE Std 830での想定は、要求仕様書に要求を記述するソフトウェアは単独のソフ
トウェアか、または大きなシステム構成の要素としての１つである。また、IEEE Std 830
では要求仕様書の「品質特性」や「要求仕様書」の構成が規定されている。 



































表－５ IEEE Std 830 が定める要求仕様の構成 
ＩＥＥＥ Ｓｔｄ ８３０－１９９８ 
1.はじめに 2.全体像 3.要求の詳細 4.捕捉情報 
1.1目的 2.1 ｿﾌﾄｳｪｱの概観 3.1 外部ｲﾝﾀﾌｪｰｽ 4.1 目次と索引 
1.2適用範囲 2.2 ｿﾌﾄｳｪｱの機能 3.2 機能 4.2 付録 
1.3 用語・略称の定義 2.3 ユーザ特性 3.3 ﾊﾟﾌｫｰﾏﾝｽ要求  
1.4参考文献 2.4制約条件 3.4 理論ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ要求  
1.5概要 2.5前提と依存関係 3.5 設計上の制約  
 2.6要求の割当て 3.6 ｿﾌﾄｳｪｱｼｽﾃﾑの属性  
  3.7 個別の要求の構成  
  3.8 追記  












分  類 内       容 
プロセス 現状評価、経験、技術提案、技術評価 
アクター 要求抽出、モデリング・仕様化、要求分析、要求確認、要求管理 















表－７   要求工学プロセス文献の内容・用語比較 































Don Widrig [30] 
問題分析 
ニーズ理解 
要件定義 要求項目定義 ユーザ管理 













トに本拠を置く NPO 法人 International Institute of Business Analysis (IIBA)が
発行しているビジネスアナリシス（BA) のベストプラクティスを体系化したものであ
る。また、米国においては PMO の役割が、ビジネスアナリシスや要求の定義・管理、




                                                   






































                                                   




































































Plan Business Analysis Approach 
ステークホルダーの分析を主導する 
Conduct Stakeholder Analysis 
ビジネスアナリシスのアクティビティを計画する 
Plan Business Analysis Activities 
ビジネスアナリシスのコミュニケーションを計画する 
Plan Business Analysis Communication 
要求マネジメントプロセスを計画する 
Plan Requirements Management Process 
ビジネスアナリシスのパフォーマンスをマネジメント
する 






Prepare for Elicitation 
引き出しのアクティビティを主導する 
Conduct Elicitation Activity 
引き出しの結果を文書化する 
Document Elicitation Results 
引き出しの結果を確認する 





Requirements Management & 
Communication 
ソリューションスコープと要求をマネジメントする 
Manage Solution Scope & Requirements 
要求のトレーサビリティをマネジメントする 
Manage Requirements Traceability 
再利用に備えて要求を保守する 
Maintain Requirements for Re-use 
要求パッケージを準備する 











Define Business Need 
能力ギャップをアセスメントする 
Assess Capability Gaps 
ソリューションアプローチを決定する 
Determine Solution Approach 
ソリューションスコープを定義する 
Define Solution Scope 
ビジネスケースを定義する 










Specify and Model Requirements 
前提条件と制約条件を定義する 









Solution Assessment & 
Validation 
提案ソリューションをアセスメントする 




Assess Organizational Readiness 
移行要求を定義する 



























REFSQ23(International Working Conference on Requirements Engineering: Foundation 














                                                   
23 REFSQ: http://www.refsq.org/ 
24 http://requirements-engineering.org/ 
































現場視察 ４ ２   ６ 
ｲﾝｽﾍﾟｸｼｮﾝ １    １ 






４    ４ 
ﾊﾟﾀｰﾝ化  １ １ ２ ４ 
シナリオ １  ２ １ ４ 
ﾕｰｽｹｰｽ  １  １ ２ 
市場価値指
向 











形式様式 ４ ４ ２ ２ 12 
問題ﾌﾚｰﾑ  １  １ ２ 
ｺﾞｰﾙ指向 ２ ４ １ ５ 12 
非機能要求 ６ ４ ３ ２ 15 
ＵＭＬ １ １ ２ ３ ７ 
ﾋﾞｭｰﾎﾟｲﾝﾄ  １ ２ １ ４ 
プロセス ﾌﾟﾛｾｽﾓﾃﾞﾙ ８ ６ ７ ２ 23 
合    計 31 ２５ ２２ ２１ 99 
出所:山本修一郎｢Business Communication(連載_要求工学)2006､07 年度分｣に 2008～
2010年度分調査を加筆 
 
２．２．３．３  論文調査に関わる考察 





































 要求工学が IEEE で初めて提起された 1990 年代は、ITにおけるシステム開発の手法





































































































                                                   
















































































































                                                   
27 BPO:business process outsourcing, 企業が自社の業務処理（ビジネスプロセス）の一部を、外部の
業者にアウトソーシングすること。 









米国では The Society for Risk Analysis が有名である。日本セキュリティ・マネ
ージメント学会内ＩＴリスク学研究会(http://www.jssm.net/jssm/jssm069_0.htm)で
は、2008年の発足以降 2011 年 3月までの間、以下の活動とテーマが発表されている。 
 
 
表－１０ ITリスク学研究会のテーマ一覧    ○：実施テーマ 
































































































































































         
インプット → プロセス → アウトプット 
 











システム要件の分析と定義    教育・引き渡し 
↓    ↑ 
システム方式設計    ソフトウェア導入と受入れ支
援 
↓    ↑ 
業務詳細設計    システムテスト 
↓    ↑ 
ソフトウェア要求の分析と定
義 
   システム結合テスト 
↓    ↑ 
ソフトウェア方式設計    ソフトウェア総合テスト 
↓    ↑ 
ソフトウェア詳細設計  → プログラミング  → ソフトウェア結合テスト 
 
図－２０  金融情報システム開発のライフサイクル 
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③ 明らかな要求事項と明らかにされていない暗黙の期待事項  
                                                   

























































                 （２）参画メンバーのモチベーション向上を図る。 
         情報システム開発の生産性を向上させる施策は多数存在するが、現在の開発手法 
      や開発環境は労務集約作業と言わざるを得ない。そのため参画するメンバーの資質  
とモチベーションで生産性は大きく変わる。 


























        表－１４ プロジェクトマネジメントのプロセス群 
（１）立ち上げ(Initiating)プロセス 












（３）実行(Executing)プロセス  <*2> 
① チームの統率 












































































































































































































































































































                表－１６ 組織形態別メリット・デメリット 







































                     
  
 規模・期間 複雑性・変化度 明確性 
 小 （小） 大 
ファンクショナル型    
マトリクス型    
プロジェクト型    































計画(Plan) 実行(Do) 評価(Check) 改善(Act) 
経営者 
戦略 中期計画(方針) 資源配置(組織) 戦略分析 戦略修正 
戦術 年度計画(予算) 資源再配置 業績分析 戦術修正 
開発責任者 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ計画 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ推進 予実比較分析 計画修正 











（Capability Maturity Model）と、それを拡張した改訂版である CMMI(Capability 
Maturity Model Integration)30がある。そもそも CMM の開発は、ソフトウェアの開発
                                                   












   ①ソフトウェア開発 
   ②システム開発 
   ③プロジェクト管理 
   ④リスク管理 
   ⑤システム調達、情報技術 (IT) サービス 








レベル CMMI（CMMI-DEV, V1.3） 
レベル 1 初期(Initial) 
･個人の努力によりプロジェクトの成功可否が決まる。 
･場当たり的で組織的に対応できない。 









                                                   









レベル 5 最適化している(Optimzing) 
･定量的なフィードバックにより、その遂行能力を上げ常に定量
的なプロセス改善目標が可能である。 
出所: CMMI® for Development, Version 1.3(http://www.sei.cmu.edu/reports/10tr033.pdf) 
 































２．４．４．１  動機付け理論 
 困難な状況であっても参画したメンバー達に最高のパフォーマンスを出させること
は、マネージャにとって永遠のテーマであり、実現は厳しい目標の一つである。 
 PMI 協会は PMBOK Gide(4 版)の中で、パフォーマンスの源泉にはモチベーションが
あると明示しているが、それを高めるものは何か。著名な研究者である A.H.Maslow 













（１）獲得への欲動（drive to acquire） 
（２）絆への欲動（drive to bond） 
（３）理解への欲動（drive to comprehend） 





































（４）防衛への欲動（drive to defend） 
 本能的に自己、財産、業績、家族、友達、ビジョンや信念を外敵から守ろうとする。 


























か（A fight or an flight）」のどちらの結果が出ても影響が大きく、二の足を踏んで
いるのが現状である。 
 
２．４．４．２  達成動機理論（マクレランド３つの欲求）   
McClelland David Clarence(1987) [40]はモチベーションの連鎖で「要求」→「誘
因」→「動機傾向(motive dispositions)」→「モチベーションの喚起」のプロセスを
明らかにした。以下にその動機の主要な形として３つの欲求（動機）の存在を示す。 
（１）達成欲求（達成動機）,(The Achievement Motive） 
（２）親和欲求（親和動機）,(The Affiliation Motive) 









































































         表－２０  収益管理システム機能一覧 
1 スプレッド収益／明細別信用コスト／原価コストを考慮した業務純益ベ
ースの管理 






















































































































































                                                   






































































  以下の図は、現行の体制からサブベンダ集約に伴い体制変更を示したものである。 
 

































サブベンダ  C社 



























0.8 1.1 0.9 1.0 1.0 
 
ドキュメント量 0.7 0.6 1.3 1.0 0.9 
改版未対応量（予
測） 
2.0 1.8 1.2 1.0 1.5 
引継資料作成 
ユーザ向け 0.7 0.5 1.3 1.2 0.9 
他社向け 1.4 0.8 1.0 1.2 1.1 
移行時の要員(引継要員含む増加
減) 
1.3 1.5 0.9 1.6 1.3 
＊1：記載内容は想定(見積)時間 1.0(D 社が対応)を基準にして相対数値（実績値） 
②要求捕捉時のタスク（想定工数との差） 







ユーザ（業務）要件定義 1.9 1.8 1.9 有 
ユーザ（システム部）要件定義 1.2 1.2 1.2 有 
ドキュメントレビュー作業１ 1.4 1.2 1.3 有 
要件定義書作成 1.0 1.4 1.2 無 
概要設計書作成 1.1 1.5 1.3 無 
移行計画書作成 0.9 1.2 1.1 無 
教育計画書作成 1.0 1.4 1.2 無 
ドキュメントレビュー作業２ 1.1 1.6 1.4 有 
要求分析作業 1.2 1.6 1.4 無 
提案書作成 1.1 1.4 1.3 有 

















1.02 1.03 1.03 無 
運用移行リハーサル 1.01 1.01 1.01 有 
＊2：ﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟの効果「有・無」はユーザ並びにベンダ側 SE へのｱﾝｹｰﾄで、 
  プロジェクトマネージャの積極的なアプローチにより、効果的であった 
とする意見の比率が８割を超えた場合は「有」、８割以下であれば「無」
とした。 






技術リスク 有無 対    策 
A社が対応していた機能 有 
移行完了後一定期間 SE












































以  下  参  加  者 





















































効果 ＝（当初工事費）－ 変更後工事費用）－（リスク対応費用） 

















No タスク A(社) B(社) C(社) D(社) 平均 
１ 移行時のタスク 1.243 1.143 1.214 1.186 1.197 
２ 要求捕捉時のタスク － － 1.080 1.430 1.255 
３ 想定外タスク － － 1.015 1.020 1.018 











=0.83(A1+A2+A3)+0.83(B1+B2+B3)+ 0.83 (C1+C2+C3)+ 0.83 (D1+D2+D3) 



























































































えてクラウドコンピューテイングに代表される SaaS、PaaS、IaaS（Software as a 







































































           表－２９ 合併プロジェクト関係一覧 
A 銀行 B 銀行 
１．合併プロジェクト責任者 １．合併プロジェクト責任者： 
２．情報システム統括責任者 ２．情報システム責任者   
３．プロジェクトマネージャ： ３．プロジェクトマネージャ： 
４．保守・運用マネージャ  ４．保守・運用マネージャ ： 
５．プロジェクトリーダー ： ５．プロジェクトリーダー ： 
６．コンサルタント会社   ６．保守開発ベンダ   




























































































保守・運用マネージャ PMO 設置 プロジェクトマネージ
ャ 
プロジェクトリーダー プロジェクトリーダー 支援ＳＥ増員 プロジェクトリーダー 
コンサルタント会社  開発ベンダ 
(３社)マネージャ 








  ﾌｫｰﾏｯﾄ整備完了  再指針提示  
         
         
         
   中間報告実施 体制変更後 SE 増員  
































































































































































































































































 対象システム：E 金融機関向けシステム 
 対象開発案件 1：現行システム開発プロジェクト（開発ベンダ K社） 








































２）現行システムは K社が開発していたが、開発プロジェクトにおける、プライム  
ベンダは L社であった。L社は外資系会社であり、本システムへの参画は初めてで  
ある。また L 社は、E 金融機関含め日本の金融機関へのアプリケーション開発とし
ては実績が少なく、本格参入への試金石となっていた。 
  



































は慎重策をとり、全期間委託契約での開発提案書を提出した。一方、L 社は E 金融機
関への新規参入を目指しており、打診された内容にて検討し、開発提案書を提示した。 
このことは、E 金融機関向けシステム開発に対する両社の姿勢の相違が顕著に異な












表－３０ K社と L社との比較 
内容 K社（現行システム開発） L社（新システム開発） 
1.E 金融機関向けの開発実績 高（実績多数） 皆無（新規参入） 
2.E 金融機関からの信頼度 有 無（未知数） 




5.契約形態 派遣契約 要件定義：委託契約 
基本設計：請負契約 

















10.顧客参画  指示 （厳格）入札評価 
11.受発注者共創 特になし １． 経営者層意見交換 
２． 新規入場者教育支援 
12.雰囲気 他者任せ 受発注者一体感 








 現行システム開発の上流工程は、E金融機関並びに K社社員にて対応した。 











































業  務 
E金融機関    社員 
E金融機関 子会社社員 
K社       社員 
＊K 社は派遣契約で参画 
   
システム 
E金融機関        社員 
E金融機関 子会社社員 










































        表－３１ 作業タスクと成果物の関係 
作業タスク 対応会社 成果物 作業責任 承認 
全体ｽｹｼﾞｭｰﾙ、課題管理 L社 報告書(進捗) L社 E金融機関 
ベンダ進捗管理 L社 報告書(進捗) L社 E金融機関 
現行システム調査 F,G,H社 現行調査結果書 L社 E金融機関 
新システム要件定義
（要求捕捉） 
F,G,H社 要件定義書 L社 E金融機関 































            表－３２ インタビュー結果 
内 容 対  象  者 

































































































































































































































プロジェクトにおける K 社並びに L 社の対応について、E 金融機関からのコメント
を以下に示す。 
 
         表－３３ E金融機関からのコメント 
内容 K社（現行システム） L社（新システム） 
契約形態 派遣契約 要件定義：委託契約 
基本設計：請負契約 
１． 要員計画について（体制面） 














品質管理方針はあったか 無 有 
・開発プロセスフォロー 
・QMS 計画書 
品質管理日程及び納品物 派遣契約につき無 納品条件書提示 
納品物、納品日、検収日、納
品数量、納品媒体。 























































































 表－３４ 現行システム設計書類のドキュメント量 
No 成果物 規模(想定) 実績*1 差異 備考 
１ 業務分析書 120 ﾍﾟｰｼﾞ 283 ﾍﾟｰｼﾞ 2.36 倍 変更反映済 
課題発生 48件 
２ 要件定義書 200 ﾍﾟｰｼﾞ 521 ﾍﾟｰｼﾞ 2.61 倍 変更反映済 
課題発生 89件 
３ 概要設計書 300 ﾍﾟｰｼﾞ 591 ﾍﾟｰｼﾞ 1.97 倍 変更反映済 
課題発生 96件 













No 成果物 規模(見積) 実績*1 差異 備考 
１ 現行調査書 400 ﾍﾟｰｼﾞ 500 ﾍﾟｰｼﾞ 1.25 倍 委託契約*2 
課題発生 63件 

















NO 作業ﾀｽｸ ~3M 6M 9M 12M 15M 18M 21M 24M 27M 30M 33M 備考 
１ 業務分析 
            
 
２ 要件定義 
            
 
３ 概要設計 
            
 
４ 基本設計 





            
 
★ ：スケジュール見直し実施         
 ：当初スケジュール   ：実績  
 ：スケジュール変更（１回目）   ：スケジュール変更/延長（２回目） 
図－３４  現行システムスケジュール 
 
２）新システム開発スケジュール（予定/実績） 
  新システムでは、当初のスケジュールがキープされ予定通りの計画で進んだ。 
No 作業ﾀｽｸ ~3M 6M 9M 12M 15M 18M 21M 24M 27M 30M 33M 備考 
１ 現行調査 










            
 
*1：インタフェース設計書の内容が含まれる 
 ：予定   ：実績 












        表－３６  現行システム人員投入偏差 
No 作業タスク 投入予定 実績値*1 差異 ｽｹｼﾞｭｰﾙ変更
数 
１ 業務分析 54.00 91.75 1.70 ２回 
２ 要件定義 54.00 106.25 1.97 １回 
３ 概要設計 54.00 96.00 1.78 １回 
４ 基本設計 63.00 123.50 1.96 ２回 
５ インタフェース設計 48.00 57.75 1.20 ２回 
計 273.00 475.25 1.73 ８回 
*1：各作業タスクの実績値は(160H/M)を 1.00 としている。 
 
 ２）新システム開発      
 表－３７  新システム人員投入偏差 
No 作業タスク 投入予定 実績値*1 差異 ｽｹｼﾞｭｰﾙ変更
数 
１ 現行調査 85.00 91.50 1.08 ０回 
２ 新要件定義 100.00 106.75 1.07 ０回 
３ 新基本設計 *2 100.00 96.25 0.96 ０回 
計 285.00 294.50 1.03 ０回 


















No 内容 当初想定 実績 差異 備考 




課題 48 件 
手戻 170 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ６ヶ月 12ヶ月 2.00 倍 スケジュール変更 2回 

































  PM（E金融機関 社員）   
     
A チーム  Bチーム  Cチーム 
（旧システム調査）  （業務分析）  （移行・データ分析） 
E金融機関 社員  E金融機関  社員  E金融機関 社員不参画 
E 金融機関 子会社社員不
参加 
 E金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員 
K社    社員  K社     社員  K社    社員 
K社社員比率 33%(*1)  K社社員比率 33%(*1)  K社社員比率 33%(*1) 
K社社員比率 50%(*2)  K社社員比率 60%(*2)  K社社員比率 60%(*2) 








表－３９ 業務分析書作成 詳細データ 
期
間 






10M 11M 12M 計 
想
定 
20 20 20 20 20 20 0 0 0 0 0 0 120P 
実
績 

















































No 内容 当初想定 実績値 差異 備考 




課題 89 件 
手戻 185 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ６ヶ月 12ヶ月 2.00 倍 スケジュール変更 1回 















  PM（E金融機関 社員）   
     
Aチーム  B チーム  Cチーム 
（業務１）  （業務２）  （業務以外） 
E 金融機関 社員  E金融機関 社員不参画  E金融機関 社員不参画 
E 金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員 
K 社     社員  K社     社員  K社     社員 
K 社社員比率 33%(*1)  K社社員比率 66%(*1)  K社社員比率 66%(*1) 
K 社社員比率 50%(*2)  K社社員比率 71%(*2)  K社社員比率 66%(*2) 
*1：開始段階でのチーム内における K社社員投入数割合 
*2：一回目のスケジュール変更時に投入されたことでの K社社員投入数割合 












3M 4M 5M 6M 7M 8M 9M 10M 11M 12M 計 
想定 30 30 30 30 40 40 0 0 0 0 0 0 200P 
実績 10 33 45 40 60 64 89 44 38 48 32 18 521P*2 





































No 内容 当初想定 実績 差異 備考 




課題 96 件 
手戻 172 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ４ヶ月 ５ヶ月 1.25 倍 スケジュール変更 1回 


















  PM（E金融機関 社員）   
     
Aチーム  B チーム  Cチーム 
（業務１）  （業務２）  （業務以外） 
E 金融機関 社員不参画  E金融機関 社員不参画  E金融機関  社員 
E 金融機関 子会社社員  E金融機関子会社社員  E金融機関 子会社社員 
K 社     社員  K社     社員  K社     社員 
K 社社員比率 33%(*1)  K社社員比率 33%(*1)  K社社員比率 33%(*1) 
K 社社員比率 50%(*2)  K社社員比率 60%(*2)  K社社員比率 33%(*2) 
*1：開始段階でのチーム内における K社社員投入数割合 
*2：１回目のスケジュール変更時に投入されたことでの K社社員投入数割合 




表－４３ 概要設計書作成 詳細データ           
期間 1M 2M 3M*3 4M 5M 6M 7M 8M 計 
想定 50 50 50 50 50 50 0 0 300P 
実績  37 75 78 81 80 78 83 79 591P*1 


































No 内容 当初想定 実績値 差異 備考 




課題 39 件 
手戻 105 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ７ヶ月 ８ヶ月 1.14 倍 スケジュール変更 2回 

















  PM（E金融機関 社員）   
     
Aチーム  B チーム  Cチーム 
（業務１）  （業務２）  （業務以外） 
E 金融機関 社員不参画  E金融機関 社員不参画  E金融機関  社員 
E 金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員 
K 社     社員  K社     社員  K社     社員 
K 社社員比率 50%(*1)  K社社員比率 50%(*1)  K社社員比率 33%(*1) 
K 社社員比率 66%(*2)  K社社員比率 66%(*2)  K社社員比率 33%(*2) 









表－４５ 基本設計書作成 詳細データ           
   期
間 




50 50 50 50 40 40 20 0 300P  
 実
績 









































No 内容 当初想定 実績値 差異 備考 




課題 27 件 
手戻 115 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール 12ヶ月 13ヶ月 1.08 倍 スケジュール変更 2回 


















  PM（E金融機関 社員）   
     
Aチーム  B チーム  Cチーム 
（業務 1）  （業務 2）  （業務以外） 
E 金融機関 社員不参画  E金融機関 社員不参画  E金融機関 社員(PM 兼務) 
E 金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員  E 金融機関 子会社社員不参加 
K 社     社員  K社     社員  K社     社員 
K 社社員比率 50%(*1)  K社社員比率 50%(*1)  K社社員比率 50%(*1) 
K 社社員比率 50%(*2)  K社社員比率 66%(*2)  K社社員比率 50%(*2) 






























4M 5M 6M 7M 
8M 
*3 
9M 10M 11M 12M 13M 計 
想
定 
30 30 30 30 40 40 0 0 0 0 0 0 0 200P 
実
績 

















































No 内容 当初想定 実績値 差異 備考 




課題 63 件 
手戻 51 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ４ヶ月 ４ヶ月 1.00 倍 スケジュール変更 0回 
３ 人員投入(MM)*1 85.00 91.00 1.07 倍 L社員以下委託契約 
*1：実績値は(160H/M)を 1.00としている 
 














































  PM（E金融機関 社員）   
     
A チーム  Bチーム  Cチーム 
（プログラム分析）  （業務分析）  （環境・データ分析） 
E金融機関 社員  E金融機関  社員  E金融機関 社員不参画 
E 金融機関 子会社社員不参加  E金融機関 子会社社員  E金融機関 子会社社員 
L社配下社員  L社配下社員  L社配下社員 
L社配下比率 60%  L社配下比率 60%  L社配下比率 70% 




表－４９ 現行調査書作成 詳細データ  
期間 1M 2M 3M 4M 計 
想定 100 100 100 100 400P 
実績 88 131 160 121 500P*1 
手戻 20 16 7 8 51P*2 
課題 15 29/30 42/45 63/63 63 件 







No 内容 当初想定 実績値 差異 備考 





手戻 62 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ６ヶ月 ６ヶ月 1.00 倍 スケジュール変更 0回 




















  PM（E金融機関 社員）  
       
       
Aチーム  Bチーム  Cチーム  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援*1 
（業務）  （運用）  （基盤）  （ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ） 
L社社員  L社社員  L 社社員  E金融機関子会社員 
L社配下社員  L社配下社員  L 社配下社員  L社並びに配下社員 
*1： 見積対象外につき、要員投入数には含まれない。 




表－５１ 新要件定義書作成 詳細データ           
期間 1M 2M 3M 4M 5M 6M 計 
想定 50 100 100 100 100 50 500P 
実績 38 94 129 138 126 25 550P*1 
手戻 0 13 12 7 30 0 62P*2 
課題 12 19/25 29/33 36/41 44/46 46/46 ４６件 
投入 












表－５２  新システム基本設計タスクのデータサマリー 
No 内容 当初見積 実績 差異 備考 




課題 45 件 
手戻 42 ﾍﾟｰｼﾞ 
２ スケジュール ６ヶ月 ６ヶ月 1.00 倍 スケジュール変更 0回 















  PM（E金融機関 社員）  
       
       
Aチーム  Bチーム  Cチーム  ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ支援*1 
（業務）  （運用）  （基盤）  （ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ） 
L社社員  L社社員  L 社社員  E金融機関子会社員 
L社配下社員  L社配下社員  L 社配下社員  L社並びに配下社員 
*1： 見積対象外につき、要員投入数には含まれない。 








表－５３ 新基本設計書作成 詳細データ           
期間 1M 2M 3M 4M 5M 6M 計 
想定 100 120 120 120 120 120 700P 
実績  67 129 169 178 172 106 821P*1 
手戻  0 6 11 3 10 12 42P*2 
課題 15 17/32 25/39 33/40 43/43 45/45 45件 








表－５４  タスク毎成果物の比較表         
タスク 
現行システム 新システム 
成果物(ﾍﾟｰｼﾞ) 投入工数(MM) 成果物(ﾍﾟｰｼﾞ) 投入工数(MM) 
業務分析 
283 91.75 500 91.50 
現行調査 
要件定義 521 106.25 
550 106.75 
概要設計 591 96.00 
基本設計*1 1176 123.50 
821 96.25 
ｲﾝﾀﾌｪｰｽ設計 513 57.75 
















































  Ｑ１：参画時においてプロジェクト内容、意義などの説明があったか。 
  Ｑ２：モチベーション向上・維持する施策を行っていたと感じたか。  

















    Ｑ４：チーム内情報連携は行われると感じたか。  
  Ｑ５：非公開  
  Ｑ６：顧客との関係は良好であったと感じたか。  
Ｑ７：顧客との関係づくりを行っていたと感じたか。  
  Ｑ８：品質向上・維持の施策は十分であったと感じたか。  
  Ｑ９：非公開  
  Ｑ10：上長（組織）、支援部隊他のフォローを実施していると感じたか。  
  Ｑ11：業務・技術のフォロー、キャッチアップを実施していると感じたか。 
    Ｑ13：非公開 
    Ｑ14：要件定義の品質を評価すると何点か。 




           表－５５ 仕分け一覧 
 主要変数 アンケート項目 
１ 環境変数（動機付け、維持） Q1,Q2 
２ HMR*1 変数（PM力、リレーショナル） Q3,Q4,Q6,Q7,Q8, 
３ 組織成果変数（後方支援、方向性） Q10,Q11,Q12 
４ その他変数（参考） Q14,Q15 
  ＊１：Human Resource Management 
 
３）アンケート１，２回収の内訳 
①年代別分布                       




要員 (女)*1 要員 (女) *1 
20代 22 (6) 13 *3 (3) 35(9) 
30代 25 *2 (2) 29 *3 (2) 54 *4 (4) 
40代 19 *3 (1) 17 (0) 36 *3 (1) 
50代超 4 (0) 0 (0) 4(0) 
計 70 *4 (9) 61 (5) 131 *4 (14) 
     *1：女性の数。尚、要員数の内数  *2：２名分未回収分は含まず 





②理論値           
 表－５７  年代別理論値 
年齢 旧システム 新システム 
20代 18.99 16.01 
30代 29.30 24.70 
40代 19.53 16.47 
50代超 2.17 1.83 
 
③P値              
表－５８  Ｐ値・χ² 
自由度 Ｐ値 χ² 
9 0.120 5.862 
 
④年代別、新旧上流工程経験年数分布         
表－５９   上流工程経験年数分布 
 上流工程経験年数 
計 5年未満 5～10年未満 10～20 年未満 20年以上 
旧*1 新*2 旧*1 新*2 旧*1 新*2 旧*1 新*2 
20代 14 13 8 0 0 0 0 0 35 
30代 0 1 9 12 11 16 5 0 55 
40代 0 0 0 0 1 8 18 9 36 
50代超 0 0 0 0 0 0 4 0 4 
計 14 14 17 12 12 24 27 9 131 
















①現行システム                          
         表－６０   相関＜現行システム＞   (n=70)  





Q1 1.000            





Q3 0.352 0.376 1.000          
Q4 0.265 0.123 0.612 1.000         
Q6 0.019 -0.079 0.164 0.220 1.000        
Q7 0.434 0.225 0.371 0.168 0.211 1.000       





Q10 0.011 0.017 -0.126 -0.066 -0.173 -0.040 0.038 1.000     
Q11 -0.018 0.051 -0.103 -0.020 -0.021 0.092 -0.065 0.270 1.000    




Q14 0.204 0.176 0.466 0.202 0.081 0.049 -0.238 -0.004 -0.056 -0.057 1.000  
Q15 0.083 0.025 0.043 0.071 -0.072 0.016 0.416 -0.048 -0.007 0.051 -0.021 1.000 






















②新システム             
 表－６１     相関＜新システム＞ (n=59) 





Q1 1.000            





Q3 -0.091 0.012 1.000          
Q4 0.135 -0.025 -0.088 1.000         
Q6 -0.194 -0.092 -0.219 0.153 1.000        
Q7 -0.068 -0.088 0.130 0.216 -0.231 1.000       





Q10 0.090 0.426 0.075 -0.057 -0.078 0.041 0.238 1.000     
Q11 -0.082 0.208 0.040 0.201 0.059 -0.027 0.171 0.085 1.000    




Q14 -0.063 -0.251 -0.251 -0.070 -0.107 -0.288 -0.288 -0.187 -0.190 -0.027 1.000  






プロジェクトの状況をどのように感じたか。   
イ．現行システム  (n=70)   
A1.良い 10      
良い判断は、顧客の要因が大きかったか、開発ベンダの要因が大きかったか。 
A2. 顧客の要因が大きい 5    
   その理由は以下のどれか。 
    A3.顧客の体制（人） 1 
    A4.システム難易度（物） 0 
    A5.契約<単価>（金） 3 
    A6.その他 1 
A7. 開発ベンダの要因が大きい 5   
   その理由は以下のどれか。  
    A8. 開発ベンダの体制（人） 1 
    A9.システム難易度（物） 1 
    A10. 契約<単価>（金） 3 
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    A11.その他 0 
B1.悪い 60     
悪い判断は、顧客の要因が大きかったか、開発ベンダの要因が大きかったか。 
B2. 顧客の要因が大きい 41   
   その理由は以下のどれか。  
    B3.顧客の体制（人） 17 
    B4.システム難易度（物） 20 
    B5. 契約<単価>（金） 3 
    B6. その他 1 
B7. 開発ベンダの要因が大きい 19   
   その理由は以下のどれか。  
    B8. 開発ベンダの体制（人） 15 
    B9.システム難易度（物） 2 
    B10. 契約<単価>（金） 1 
    B11.その他 1 










































































b4.顧客の体制 b5.システム難易度 b6.契約（単価） b7.その他 
15 










表－６２   プロジェクト状況に与える要因 
  顧客要因 開発ベンダ要因 計 
良いと感じていた 5 5 10 
悪いと感じていた 41 19 60 
計 46 24 70 
 
①仮説 





②自由度 1     
③有意水準（α） 5%(0.05)     
④理論値      表―６３   理論値表  
  顧客要因 開発ベンダ要因  
 良いと感じていた 6.57 3.43  
 
 
悪いと感じていた 39.43 20.57 
 
⑤χ²値        表―６４   χ²算出表 
  顧客要因 開発ベンダ要因 計 
 良いと感じていた 0.38 0.72 1.10 
 悪いと感じていた 0.06 0.12 0.18 
 計 0.44 0.84 1.28(χ²値) 















       表－６５  プロジェクト状況と要因関係 






顧客要因 1 0 3 1 5 
開発ベンダ要因 1 1 3 0 5 
計 2 1 6 1 10 





②有意水準（α） 5%(0.05)    
③理論値  表―６６   理論値表  






顧客要因 1.000 0.500 3.000 0.500  
開発ベンダ要因 1.000 0.500 3.000 0.500  
④ｐ値 0.572     
⑤結論 ｐ値(0.57)＞α(0.05)につき、帰無仮説は棄却できない。 



















       表－６７  プロジェクト状況と要因関係 






顧客要因 17 20 3 1 41 
開発ベンダ要因 15 2 1 1 19 
計 32 22 4 2 60 
 
①仮説 







   
③理論値 表―６８  理論値表  






顧客要因 21.867 15.033 2.733 1.367  
開発ベンダ要因 10.133 6.967 1.267 0.633  
 
④ｐ値  0.0293 
















ロ．新システム   (n=59) 
A1.良い 46      
 良い判断は、顧客の要因が大きかったか、開発ベンダの要因が大きかったか。 
A2. 顧客の要因が大きい 16    
   その理由は以下のどれか。 
    A3.顧客の体制（人） 6 
    A4.システム難易度（物） 8 
    A5.契約<単価>（金） 1 
    A6.その他 1 
A7. 開発ベンダの要因が大きい 30   
   その理由は以下のどれか。  
    A8. 開発ベンダの体制(人) 14 
    A9.システム難易度（物） 3 
    A10. 契約<単価>（金） 11 
    A11.その他 2 
      
B1.悪い 13     
 悪い判断は、顧客の要因が大きかったか、開発ベンダの要因が大きかったか。 
B2. 顧客の要因が大きい 8   
   その理由は以下のどれか。  
    B3.顧客の体制（人） 3 
    B4.システム難易度（物） 3 
    B5. 契約<単価>（金） 1 
    B6. その他 1 
B7. 開発ベンダの要因が大きい 5   
   その理由は以下のどれか。  
    B8. 開発ベンダの体制(人) 4 
    B9.システム難易度（物） 1 
    B10. 契約<単価>（金） 0 


































































表－６９   プロジェクト状況に与える要因 
  顧客要因 開発ベンダ要因 計 
良いと感じていた 16 30 46 
悪いと感じていた 8 5 13 
計 24 35 59 






②自由度  1 




5%(0.05)    
 
 
④ 理論値  
         
      表－７０  理論値表 
 
  顧客要因 開発ベンダ要因  
 良いと感じていた 18.71 27.29  
 悪いと感じていた 5.29 7.71  
 
⑤ χ²値       表―７１   χ²算出表 
  顧客要因 開発ベンダ要因 計 
 良いと感じていた 0.39 0.27 0.66 
 悪いと感じていた 1.39 0.952 2.34 
 計 1.78 1.22 3.01(χ²値) 








b8.開発ベンダーの体制 b9.システム難易度 b10.契約（単価） b11.その他 
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⑥ ｐ値  0.083  
 






       表－７２  プロジェクト状況と要因関係 






顧客要因 6 8 1 1 16 
開発ベンダ要因 14 3 11 2 30 
計 20 11 12 3 46 











 表－７３  理論値表       






顧客要因 6.957 3.826 4.174 1.043  
開発ベンダ要因 13.043 7.174 7.826 1.957  
 
③ ｐ値 0.0124 
 











       表－７４  プロジェクト状況と要因関係 






顧客要因 3 3 1 1 8 
開発ベンダ要因 4 1 0 0 5 
計 7 4 1 1 13 







   
 
③理論値 









顧客要因 4.308 2.462 0.615 0.615  
開発ベンダ要因 2.692 1.538 0.385 0.385  
 
④ｐ値  0.4595 
 






















































































































では、K 社と L 社のマネージャの環境による影響はどうであろうか。環境面での違
いは、契約形態の違いである。K 社は派遣契約であったのに対し、L社は委託契約と請
負契約であった。本事例での契約形態の違いが実作業面で顕在化する点は、作業量の





























入など、精力的に E 金融機関へ提案し、プロジェクト運営を行っている。 
その結果、大幅な増員での対応も乗り切り、スケジュールを維持したことは E 金融
機関での実績が少ない L社の対応としては特筆すべき点である。 






ート調査結果によると、まず、70 名中 60 名がプロジェクトの状況が悪いと感じてい


















































































































                                                   




















































E 金融機関と K 社とは、まさにこのような関係にあったと考えられる。その意味で
従来の派遣という契約形態は、E 金融機関の K 社に対する信頼の現れの一つであると














策を提供する姿勢」への転換について、貴社の「現状や認識」について。          
 
図－５８ 開発ベンダの現状認識 

















































































































































































































実績が少ない L 社に対する評価の高さについて推考した。E 金融機関が昨今の金融機
関を取り巻く状況の変化に対して危機感をもったと仮定した場合、従来型の進め方で
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